
【政策ごとの予算額等】

執 行 額

152,478,646 77,363,490 138,699,386

計

152,495,723 77,483,480 138,733,855

繰越し等

20,880,000 3,500,000 3,200,000

-

86,483,447

予
算
の
状
況

当初予算

70,317,431 68,285,028 65,336,796 61,666,635

補正予算

61,298,292 5,698,452 70,197,059

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 政府関係金融機関等の適正かつ効率的な運営の確保

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり 番号 ⑭政策目標7-1



番号 ⑭政策目標7-1

会計 組織／勘定

● 1 一般 財務本省

● 2 一般 財務本省

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1

○ 2

○ 3

○ 4

◇ 1

◇ 2

◇ 3

◇ 4

合計
61,666,635 86,483,447

小計

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
61,666,635 86,483,447

77,447

元年度
当初予算額

２年度
概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

政策金融費 政府関係金融機関の運営に必要な経費 61,586,000 86,406,000

政策金融費 危機対応円滑化業務に必要な経費 80,635

政策評価調書（個別票２）

政策名 政府関係金融機関等の適正かつ効率的な運営の確保
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項



【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⑭政策目標7-1
（千円）

合計

２年度
概算要求額

増△減額

政策評価結果のポイント

概算要求への反映状況

政策評価調書（個別票３）

政策名 政府関係金融機関等の適正かつ効率的な運営の確保

事務事業名 概要 整理番号

予算額

政策評価結果の反映
による見直し額(削

減額)

達成しようとする目標及び実績

元年度
当初予算額

該 当 な し



政策目標の内容及び 

目標設定の考え方 

政策金融は、金融という資金供給の手法によって、特定の政策目的を達成する

政策実現手段であり、税制、補助金等と同様に財政政策の一環として政策的な資

源配分機能を果たしています。政策金融の機能が的確に発揮されるためには、そ

の担い手である政府関係金融機関等が適正かつ効率的に運営されていることが重

要です。今後も、政府関係金融機関等が経済動向を踏まえつつ、必要なニーズに

対し、質・量ともに的確な対応を行うことができるよう、民業補完の観点から不

断の業務の見直しを行います。 

また、政府関係金融機関等の財務の健全性及び適正な業務運営を確保するため、

主務省として、金融庁や関係省庁と連携しつつ、効果的・効率的な検査等を行い

ます。 

（参考）政府関係金融機関等とその役割 

○ 財務省所管の政府関係金融機関等

(1) 株式会社日本政策金融公庫

国民一般、中小企業者及び農林水産業者の資金調達を支援するための金融並び

に危機対応（内外の金融秩序の混乱又は大規模な災害、テロリズム若しくは感染

症等による被害について主務大臣による危機認定がなされた場合の「指定金融機

関」（用語集参照）に対する信用供与）を行う政府関係金融機関。 

(2) 株式会社国際協力銀行

重要な資源の海外における開発及び取得を促進し、産業の国際競争力の維持及

び向上を図り、並びに地球環境の保全を目的とする海外事業を促進し、国際金融

秩序の混乱の防止又はその被害への対処に必要な金融を行う政府関係金融機関。

(3) 沖縄振興開発金融公庫

沖縄における産業の開発を促進するなど、沖縄の経済の振興と社会の開発に貢

献するための資金供給を行う政府関係金融機関。 

(4) 株式会社日本政策投資銀行

長期の事業資金を必要とする者に対する資金供給の円滑化及び金融機能の高度

化に寄与することを目的とした機関。 

(5) 株式会社商工組合中央金庫

中小企業等協同組合その他主として中小規模の事業者を構成員とする団体及び

その構成員に対する金融の円滑化を図ることを目的とした機関。 

○ 財務省所管の政府関係金融機関類似の金融業務

財務省所管の政府関係金融機関類似の金融業務を行う独立行政法人について

は、中小企業基盤整備機構、情報通信研究機構、農林漁業信用基金、奄美群島振

興開発基金、住宅金融支援機構及び国際協力機構があります。これらの法人の業

務の実績に関する評価については、財務省ウェブサイト 

（https://www.mof.go.jp/about_mof/agency/doppo/index.htm）を参照。 

上記の「政策目標」を達成するための「施策」 

政7-1-1：政府関係金融機関等の経済・金融情勢等に応じた適切な対応の確保 

政7-1-2：政府関係金融機関等の財務の健全性及び適正な業務運営の確保 

関連する内閣の基本方針 

○「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年６月15日閣議決定）

○「未来投資戦略2018」（平成30年６月15日閣議決定）

○「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018改訂版）」（平成30年12月21日閣

議決定）

○ 政策目標７－１：政府関係金融機関等の適正かつ効率的な運営の確保



施策 政7-1-1：政府関係金融機関等の経済・金融情勢等に応じた適切な対応の確保

取組内容 

政府関係金融機関等は、国の政策金融の担い手として、経済・金融情勢等に即応して迅速・

的確な対応を行うことが必要です。 

「未来投資戦略2017」等に基づき、地域での創業を活性化し、事業の持続可能性を向上させ

ること等を目的とした、日本政策金融公庫による中小企業・小規模事業者向け融資を強化する

ための補給金や、中小企業・小規模事業者の起業・創業及び事業承継に係る事業資金の融通を

円滑化するための財務基盤の強化といった措置を講じてきたところです。また、「未来投資戦

略2018」に沿って、創業や事業承継等の課題解決における地域金融機関との連携・協調の優良

事例について、収集・分析・発信を行っています。今後も、創業や事業承継を行う中小企業・

小規模事業者への支援等に注力するとともに、「未来投資戦略2018」等に基づき、民間金融機

関が過度に担保や保証に依存せず事業性評価や生産性向上に向けた経営支援に十分取り組む

ことを促し、民間金融機関との連携・協調を図りつつ目利き力を発揮して、経営改善に積極的

に取り組む中小企業等を支援することで、地域経済の活性化等に寄与していきます。 

 また、平成27年度に改正された「株式会社日本政策投資銀行法」（平成19年法律第85号）に

より創設された特定投資（地域経済の活性化や企業の競争力強化等に貢献する成長資金の供給

を促進するため、成長資金を時限的・集中的に供給する仕組み）について、「未来投資戦略2018」

等において、民間からの成長資金の供給を促すため、政府関係金融機関等を積極的に活用する

とされていることを踏まえ、この特定投資を通じ、成長資金の供給を促進してきたところです。

今後も、より一層、地域経済の活性化や企業の競争力強化等に貢献する成長資金の供給を図っ

ていきます。 

 そのほか、「経済財政運営と改革の基本方針2018」等も踏まえ、東日本大震災及び熊本地震

からの復興に貢献するよう、指定金融機関（日本政策投資銀行・商工組合中央金庫）において、

危機対応業務として、日本政策金融公庫からのリスク補完措置を受け、円滑な資金供給を実施

しています。 

東日本大震災については、日本政策金融公庫において、 

１ 影響を受けた中小企業等の資金繰り支援策として、平成23年度に創設した「東日本大震

災復興特別貸付」や「東日本大震災復興緊急保証」の継続 

２ 被災地域における雇用拡大及び創業等に係る融資について、貸付利率の引下げの実施 

などの措置を講じているところであり、今後も「平成28年度以降の復旧・復興事業について」

（平成27年６月24日復興推進会議決定）を踏まえ、復興事業の出口を見据えつつ、引き続き被

災企業の実態に則し、その資金繰りの円滑化を図っていきます。 

また、熊本地震については、日本政策金融公庫において、「平成28年熊本地震特別貸付」や

被災地域における創業に係る融資の貸付利率の引下げ及び「セーフティネット保証第４号」（通

常の保証とは別枠で借入額の100％を保証）及び災害関連保証に係る特例措置を継続しており、

引き続き被災企業の資金繰りを支援していきます。 

更に、平成30年７月豪雨については、日本政策金融公庫において、「平成30年７月豪雨特別

貸付」及び「セーフティネット保証第４号及び災害関連保証」に係る特例措置を行っており、

引き続き被災企業の資金繰りを支援していきます。 

（参考）株式会社国際協力銀行が行う業務については、政策目標６-２（施策6-2-2）で記載。 



定性的な測定指標 

[主要]政7-1-1-B-1：中小企業等への金融支援等を通じた資金繰りの円滑化 

（平成31年度目標） 

 中小企業等の資金繰り支援事業の実施を確保します。また、経済危機や災害時に、危機対応業務

を迅速かつ適切に行えるよう、体制を確保します。 

（目標の設定の根拠） 

「未来投資戦略2018」、「経済財政運営と改革の基本方針2018」等を踏まえ、生産性向上や創業、

事業承継、災害からの復興等の課題解決に取り組む中小企業等の資金繰りを支援する必要があるた

めです。 

[主要]政7-1-1-B-2：地域経済の活性化や企業の競争力強化等に貢献する成長資金の供給の強化 

（平成31年度目標）

成長資金の供給業務の実施を確保します。 

（目標の設定の根拠） 

平成27年度に改正された「株式会社日本政策投資銀行法」及び「未来投資戦略2018」等を踏まえ、

企業間連携や休眠技術の活用などの企業の成長に向けた積極的な取組を支援する必要があるためで

す。 

今回廃止した測定指標とその理由 

該当なし 

参考指標 

○参考指標１「政府関係金融機関の出融資計画額（補正後）の推移」

○参考指標２「政府関係金融機関の融資実績・残高の推移」

○参考指標３「政府関係金融機関の金利の推移」

○参考指標４「政府関係金融機関の平均貸付期間（新規貸出し）」

○参考指標５「日本政策金融公庫における特別貸付制度の実績（創業・事業承継・再生支援）」

○参考指標６「危機対応業務の実施状況」

施策 政7-1-2：政府関係金融機関等の財務の健全性及び適正な業務運営の確保 

取組内容 

 政策金融の機能が的確に発揮され、その政策目的が実現されるためには、政府関係金融機関

等において、財務の健全性及び適正な業務運営が確保されていることが重要です。 

 そのため、主務大臣において、業務の状況等について報告を求め、また、検査を的確に実施

することにより、各機関の財務状況や業務運営の適切性を正確に把握し、必要かつ適切な監督

を行います。 

政府関係金融機関等に対する検査の実施に当たっては、財務の健全性及び透明性の確保を一

層推進する観点から、民間金融機関を検査している金融庁のノウハウや専門性を活用するた

め、平成15年度からリスク管理分野に関する検査を金融庁に委任しています。 

主務省としては、金融庁をはじめ関係省庁と緊密に連携しつつ、 

１ 政策目的の実現及び適正な業務運営の確保という観点から、各機関の法令等遵守態勢に

関し、引き続き効果的・効率的な検査を行うとともに、 

２ 上記リスク管理分野及び法令等遵守態勢に関する検査結果も踏まえて、各機関の財務の

健全性の確保や業務運営体制の改善を図ります。 

これらの取組に当たっては、問題の本質的な改善につながる深度ある原因分析・解明に努め



るとともに、指摘根拠の明示や改善を求めるべき事項の明確化を図ります。 

特に、商工組合中央金庫に対しては、「ビジネスモデル等に係る業務の改善計画」（平成30

年５月）や「商工中金経営改革プログラム」（平成30年10月）の実現を通じた、持続可能なビ

ジネスモデルの構築やガバナンスの強化の取組がなされるよう、引き続き、中小企業庁や金融

庁と緊密に連携し、適切な監督を行います。 

なお、政府関係金融機関等においても、不良債権などの開示について、リスク管理債権や「金

融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法律第132号）に基づく開示債権を

公表するなど、その充実に引き続き取り組んでいきます。 

定性的な測定指標 

[主要]政7-1-2-B-1：政府関係金融機関等に対する検査の的確な実施 

（平成31年度目標） 

「平成31検査事務年度・検査基本方針」及び「基本計画」に従い、深度ある検証を行います。 

（目標の設定の根拠） 

株式会社日本政策金融公庫法等、各政府関係金融機関等の根拠法令に基づき、金融庁をはじめ関係

省庁と緊密に連携しつつ、財務の健全性及び法令等遵守態勢を整備・確立するなど適正な業務運営の

確保を行う必要があるためです。 

今回廃止した測定指標とその理由 

該当なし 

参考指標 

○参考指標１「政府関係金融機関への検査実績件数」

○参考指標２「政府関係金融機関の財務諸表等の主要な計数」

○参考指標３「政府関係金融機関の延滞率の推移」

政策目標に係る予算額 28年度 29年度 30年度 31年度当初
平成31年度行政事

業レビュー番号

（項）政策金融費 131,615,723千円 73,983,480千円 135,533,855千円 61,666,635千円

（事項）政府関係金融機関

の運営に必要な経費 
131,536,000千円 73,904,000千円 135,455,000千円 61,586,000千円

新創業融資等実施事業

（注２） 
54,336,000千円 20,104,000千円 35,255,000千円 15,586,000千円 0053 

中小企業信用保険事業 77,200,000千円 53,800,000千円 100,200,000千円 46,000,000千円 0054 

（事項）危機対応円滑化業

務に必要な経費 
79,723千円 79,480千円 78,855千円 80,635千円

危機対応円滑化業務 79,723千円 79,480千円 78,855千円 80,635千円 0055 

（注１）「政策目標に係る予算額」の表中には、政策目標７－１に係る予算額を記載しています（予備費は含まず）。 

（注２）平成30年度の行政事業レビューにおいては、「新創業融資等実施事業」に「セーフティネット貸付等実施事業」

を統合しています。 

（注３）「（項）政府金融費」に係る「平成30年度予算額」について計数を訂正しました。 

担当部局名 大臣官房政策金融課 政策評価実施予定時期 平成32年６月


